
労働講座2015 
働く上で必要な知識識（１）労働法Ｑ＆Ａ�
2015年年6⽉月16⽇日�
⾼高須裕彦（⼀一橋⼤大学⼤大学院社会学研究科フェアレイバー研究教育センター）�
ゲスト：森崎  巌（全労働省省労働組合執⾏行行委員⻑⾧長／元労働基準監督官）�
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本⽇日と次週の授業のねらい  �

n  これまでの授業を踏まえ、�
l  トラブル事例例から私たちの権利利について考える�
l  トラブルにあった時に問題をどうやって解決するか�
l  労働法によって定められた労働者の権利利、労働⾏行行政機
関の機能、労働組合の役割や機能を学び�

l  社会に出て働き、⽣生きていく⼿手がかりを考える。   
n  東京都産業労働局『ポケット労働法2014』 
 　http://www.hataraku.metro.tokyo.jp/sodan/siryo/pocket/index.html�
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スピーカーの紹介  �
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n  森崎  巌：全労働省省労働組合中央執⾏行行委員⻑⾧長。労働基準監
督官として、⾸首都圏の労働基準監督署や労働局に約20年年
勤務の後、厚⽣生労働省省の旧労働省省（本省省、都道府県労働
局、労働基準監督署、公共職業安定所など）系の職員を
組織する労働組合の専従役員として、組合活動に関わっ
ている。�

n  ⾼高須裕彦：⼀一橋⼤大学⼤大学院社会学研究科フェアレイバー
研究教育センター勤務。労働関係の出版社勤務をへて、
全国⼀一般労働組合のオルガナイザーとして、労働相談・
組合づくりに14年年間従事する。2006年年から現職。労働教
育の実践や⽇日⽶米の労働運動に関する調査研究に従事して
いる。�



労働講座受講⽣生アンケート  の結果�
アルバイト実態調査アンケート�
4⽉月21⽇日実施�

n  アルバイト経験：回答者33名中32名。�
n  60のアルバイト先：複数のアルバイト先を経験�
n  勤続期間が⻑⾧長い：33事例例で勤続1年年以上�
n  週20時間以上勤務(雇⽤用保険の適⽤用可能性がある):25例例�
n  週30時間以上勤務(社会保険の適⽤用可能性がある):8例例�
n  業種・職種：第三次産業：教育（塾・予備校、家庭教師、
通信教育採点、学童保育）、飲⾷食店（居酒屋、レストラン、
焼⾁肉、ラーメン、ファストフード、コーヒー・カフェ、寿
司宅宅配）、販売（コンビニ、スーパー、⾷食品、ドラッグス
トア、花屋、⾃自転⾞車車、アパレル、家電、スポーツ⽤用品）、
運輸、郵便便局、清掃、ツアコン、警備員、プール監視員、
クライミング・ジム、結婚式場、イベント案内、派遣（ホ
テルスタッフ、コールセンター）�
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アルバイト実態調査アンケート�
トラブル・問題事例例�

n  事前説明より給与が少ない 
n  賃⾦金金：残業代の不不払い（勤務終了了前にタイムカードの打
刻を強要、⽚片付けの不不払いなど）。会議時間の不不払い。
時給が上がると説明されたが、上がらない。交通費が出
ない�

n  休憩がない・取れない 
n  休暇を認められず⽋欠勤したら２万円減給された 
n  有給休暇が取れない�
n  希望に反する勤務シフト強要、急なシフト変更更�
n  店⻑⾧長のパワハラ、他⼈人のミスを⾃自分のミスにされた 
n  正社員の離離職率率率が⾼高い�
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⽇日本国憲法:25条、27条、28条 
労働法：労働者の権利利を定める 
・労働基準法、最低賃金法、労働安全衛生法	


・労働契約法	


・労働組合法	

・労働者災害補償保険法、雇用保険法	


・労働者派遣法	

・育児介護休業法	

・男女雇用機会均等法など	


会社＝使⽤用者� 労働組合�

指揮命令令 
賃⾦金金⽀支払い�

労働⼒力力を提供�

対等・団体交渉�
労働組合	

・企業別労働組合	

・産業別労働組合	


・地域ユニオン（会社に組合がな
くても、一人で加入できる）	

・連合などの相談窓口	


・労働NPOなどの相談窓口	


労働⾏行行政機関�
国の相談窓⼝口 
・労働基準監督署（労基法違反、労働

災害）	


・都道府県労働局（総合労働相談コー
ナー）	


 
⾃自治体の相談窓⼝口�
・東京都労働相談情報センター	


・道府県労政所管事務所	


労
働
者�

労働契約� 労働条件・職場環境の改善�
法律律違反やトラブルの解決�

会社と労働者の関係図 

労働組合をつくる�
労働組合に相談す
る／加⼊入する�

相談する�
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個別労働紛争の増加�
厚⽣生労働省省関係（労働局・労基署など）の総合労働相談件数は⾼高⽌止まり
傾向。解雇・雇⽌止め・退職勧奨27.2％、いじめ・嫌がらせ19.7％、労働
条件の引下げが10.0%など（2013年年度度）�
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１ 総合労働相談の状況 
 
（１） 件数の推移 

 

 

 

※ 「民事上の個別労働紛争」とは、労働条件その他労働関係に関する事項についての個々の労働者

と事業主との間の紛争（労働基準法等の違反に係るものを除く）。 

 

（２）内容は『いじめ・嫌がらせ』が増加 

 
○ 平成25年度の民事上の個別労働紛争相談の内訳は、多いものから『いじめ・嫌がらせ』

が 59,197件（19.7％）、『解雇』が 43,956件（14.6％）、『自己都合退職』が 33,049

件（11.0％）となっている。（第１・２表参照） 

○ 相談者は、労働者（求職者を含む）が 199,123件（81.0％）と大半を占めており、事業

主からの相談は 27,530件（11.2％）であった。（別添１の２参照） 

○ 紛争の当事者である労働者の就労形態は、『正社員』が 97,573件（39.7％）、『パー

ト・アルバイト』が 40,604件（16.5％）、『期間契約社員』が 26,696件（10.9％）、

『派遣労働者』が 10,031件（4.1％）となっている。（第３表参照） 

 



職場のトラブルから私たちの権利利に
ついて考える�

n  疑問に思ったら調べてみる。�
n  わからなかったら信頼できる先輩や同僚僚に相談してみる。�
n  職場に労働組合があれば労働組合に、なければ外部の相
談機関に相談してみる。�

n  正社員でも、パート・アルバイトでも原則として同⼀一の
労働法（労働基準）が適⽤用される。ただし、1週間の労働
⽇日数や労働時間数により適⽤用が変わる場合がある。  �
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職場のトラブルから私たちの権利利に
ついて考える�
（１）働き始めるとき  �

n  労働条件明⽰示義務（ポケット労働法P10~19）。�
n  契約書、労働条件通知書（ポケ労12-13）、就業規則（ポ
ケ労20-23） 

n  労働条件が約束と違っていたら（ポケ労19） 

•  契約内容を守れ！と要求できる 

•  明⽰示された労働条件が、実  際の労働条件と異異なって
いたことを理理由に、ただちに労働契約を  解除するこ
とができる�
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職場のトラブルから私たちの権利利に
ついて考える�
（２）賃⾦金金�
（２-１）店の業績が悪いので突然時給を900円から800円に
すると⾔言われた。�
n  ⼀一⽅方的に賃下げはできない。労働者の合意や変更更が合理理
的なものであることが必要（ポケ労23、基礎知識識２）。�

n  最低賃⾦金金を下回ることはできない（基礎知識識１）。�
n  都道府県ごとに最低賃⾦金金が定められている。毎年年10〜～11
⽉月頃に改定される。ネットで確認を。�

n  東京都888円（2014年年10⽉月1⽇日から。それまでは869円）、
神奈奈川県887円、千葉葉県798円、埼⽟玉県802円�
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職場のトラブルから私たちの権利利に
ついて考える�
（２）賃⾦金金�
（２-２）毎⽇日の残業時間の端数（29分まで）が切切り捨てら
れて、その分の残業代が⽀支払われなかった。�
n  毎⽇日の残業時間の端数切切り捨ては違法。1ヶ⽉月分の合計額
の30分未満を切切り捨てて、30分以上の切切り上げするなら
可能。�

�
（２-３）アルバイト先が突然倒産して閉店してしまった。
今⽉月分の給料料が払われていない。�
n  未払い賃⾦金金の⽴立立て替え払い制度度（ポケ労31-33、基礎知識識
３）。�
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職場のトラブルから私たちの権利利に
ついて考える�
（２）賃⾦金金�
（２-４）売れ残った商品を強制的に購⼊入させられた（代⾦金金
を給与から控除された／賃⾦金金を⽀支給する代わりに商品を渡
された）。�
n  労働者の意志に反して、強制的に購⼊入させることはでき
ない。括弧内は労基法違反（ポケ労28）。�

（２-５）レジの不不⾜足分を強制的に負担させられた。�
n  賃⾦金金から⼀一⽅方的に不不⾜足分を控除できない。制裁としての
減給（ポケ労29）や損害賠償請求するのであれば、使⽤用
者は労働者の過失の⽴立立証が必要。 

（２-６）休暇を認められず⽋欠勤したら２万円減給された。 
n  制裁としての減給（ポケ労29）。�
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職場のトラブルから私たちの権利利に
ついて考える（３）労働時間・時間
外労働・休⽇日・休憩�
（３-１）労働時間の上限と例例外�
n  労働時間の上限（原則）：1⽇日８時間、1週40時間�
n  例例外：変形労働時間制、事業場外労働みなし労働時間制、
裁量量労働制など複雑な制度度に注意�

（ポケ労44-48、基礎知識識４）�
n  休憩：6時間を超えると45分、8時間を超えると1時間の
休憩。⾃自由利利⽤用の原則。（ポケ労49、基礎知識識５）�

 　休憩が取れない、昼休みに電話番を命じられた、昼休み
中も窓⼝口に待機してお客さんが来たら対応するように命じ
られた→違法！�
n  休⽇日：毎週１⽇日、４週４⽇日（ポケ労50-53）。�

14�



職場のトラブルから私たちの権利利に
ついて考える（３）労働時間・時間
外労働・休⽇日・休憩�
（３-２）深夜まで残業をさせられていますが、残業時間の
制限はないのですか／夜10時以降降も働いていますが、深夜
の割増⼿手当が払われていない／店⻑⾧長が⼤大変⻑⾧長時間働いてい
る／準備時間や清掃、⽚片付けの時間がサービス残業になっ
ている／労働時間の記録が改ざんされ不不払いが発⽣生してい
る。タイムカードの不不正打刻（残業前打刻など）を強制さ
れ、サービス残業をさせられている。�
n  時間外・休⽇日労働をさせるには、就業規則の定め、時間
外・休⽇日労働に関する労使協定［36（サブロク）協定］
の締結、割増賃⾦金金の⽀支払い（ポケ労54-59、基礎知識識７・
８）が必要。36協定で定める範囲で時間外・休⽇日労働が
可能（それを超えたら違法）。�
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職場のトラブルから私たちの権利利に
ついて考える（３）労働時間・時間
外労働・休⽇日・休憩�
（３-３）毎⽉月30〜～40時間くらい残業をしているが、時間外
⼿手当はいつも同じ⾦金金額しか払われない。計算してみたら20
時間分が払われているみたいだ。差額を請求できるか？�
n  時間外⼿手当を定額（固定残業代）で⽀支給する場合には、
あらかじめ何時間相当分かを明⽰示し、その残業時間数を
超えたら、超過時間数の時間外⼿手当を⽀支給しなければな
らない。したがって、差額を請求できる。�
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職場のトラブルから私たちの権利利に
ついて考える（３）労働時間・時間
外労働・休⽇日・休憩�
（３-４）シフトは19時半までなのに、客が少ないと16時で
帰らせられる／⽣生徒の当⽇日キャンセルにより、塾に出勤し
てみると予定の勤務をキャンセルされた。�
n  休業⼿手当の⽀支払義務（ポケ労28）。ただし、１⽇日あたり
平均賃⾦金金の６割以上の⽀支払い義務。⺠民事的には原則10割
を請求できる。�
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職場のトラブルから私たちの権利利に
ついて考える�
（４）年年次有給休暇�
（４）学⽣生バイトは年年次有給休暇を取れないと⾔言われた／
有給休暇を申請したら、その⽇日は忙しいから取るなと⾔言わ
れた�
n  雇⽤用形態に関係なく、6ヶ⽉月以上継続勤務して全労働⽇日の
８割以上出勤すれば、週の労働⽇日数が１⽇日でも有給休暇
を取れる（所定労働⽇日数に⽐比例例して付与）。�

 　（ポケ労60-62、基礎知識識６）�
n  事業の正常な運営を妨げる場合に、使⽤用者は他の⽇日の変
更更する権利利がある（時季変更更権）。�
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職場のトラブルから私たちの権利利に
ついて考える�
（５）退職・解雇�
（５-１）仕事を辞めたいが辞めさせてくれない。→退職の
⾃自由（ポケ労104-105）。�
（５-２）店⻑⾧長とトラブったら、突然明⽇日から来なくて良良い
と⾔言われた／来週閉店するので解雇だと突然告げられた。
（ポケ労106-108、基礎知識識11・12）�
n  解雇してはならない理理由（労基法、労組法、男⼥女女雇⽤用機
会均等法、育児介護休業法など）�

n  解雇には合理理的な理理由が必要。�
n  整理理解雇の場合：整理理解雇の４要件（必要性、回避努⼒力力、
⼈人選の合理理性、⼿手続の妥当性）。�

n  解雇が正当であっても30⽇日前の予告か、30⽇日分の平均賃
⾦金金（解雇予告⼿手当）を⽀支払わないといけない。�

�
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困った時の対処⽅方法と相談機関�
（１）対処⽅方法�

20�

n  トラブルが起きたら、おかしいと思ったら、まず調べる
こと。�

n  ⼀一⼈人で悩まない。まずは相談すること。相談の上アク
ションするかどうか考えれば良良い。�

n  会社とのやり取り（管理理職の発⾔言）はできるだけ⽇日時と
内容を記録しておく（メモ、録⾳音）。�

n  信頼できる先輩や同僚僚がいるなら、相談する。会社に労
働組合があれば相談してみる（信⽤用できない感じがする
場合は、次の相談先へ）。�



困った時の対処⽅方法と相談機関�
（２）労働⾏行行政機関�
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n    東京都労働相談情報センター  労働110番 　
0570-00-6110（ポケ労P114-116）�

n    労働基準監督署（ポケ労P122-123）、公共職業安定所
（ハローワーク）（ポケ労121）�

n  労働局雇⽤用均等室（ポケ労P124）、労働局総合労働相談
コーナー 　0120-601-556 

n  労働局需給調整事業部（ポケ労P124）�



困った時の対処⽅方法と相談機関�
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 　相談⽇日・時間を設定している場合もあるので、必ず各団体
のホームページで確認下さい�
（３-１）⼀一⼈人で加盟できる地域ユニオン・地域労組�
n  下町ユニオン 　江東区⻲亀⼾戸7-8-9松甚ビル2F 　03-3638-3369 

n  コミュニティ・ユニオン全国ネットワーク（全国各地の地
域ユニオンの連絡先）�

 　http://sites.google.com/site/cunnet/home/network/  
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（３）困った時の相談先⼀一覧�
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（３-２）中央労働団体（ナショナルセンター）の相談窓⼝口�
n  連合 　0120-154-052 
（相談者の地元の相談窓⼝口にかかります）�

（３-４）弁護⼠士や労働NPOなどの相談窓⼝口�
n  ⽇日本労働弁護団（弁護⼠士による労働法律律相談）�
 　 　千代⽥田区神⽥田駿河台3-2-11 連合会館4階 　03-3251-5363  

n  NPO法⼈人東京労働安全衛⽣生センター（職場の安全衛⽣生や労働
災害・職業病などの相談）�

 　 　江東区⻲亀⼾戸7-10-1 Zビル5階 　03-3683-9765  


